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○内子町うちこんかい定住促進事業補助金交付要綱 

平成20年３月17日 

告示第11号 

改正 平成23年３月31日告示第27号 

平成24年６月28日告示第65号 

平成28年３月25日告示第14号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、内子町の過疎化を緩和し、定住促進と人口の増加を図るため、新規転

入者及び町内に住所を有する者に対し、住宅用地取得等定住及び町内建築業者の育成に要

する経費について、予算の範囲内において内子町うちこんかい定住促進事業補助金（以下

「補助金」という。）を交付することに関し、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

（１） 定住 内子町の住民として住民基本台帳に記録され、永住又は10年以上居住す

る意思がある者をいう。 

（２） 新規転入者 転入前２年以上住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）第５条の

規定による他の市町村の住民基本台帳に記録されている者で、平成20年５月１日以後

に定住の意思をもって当町に転入しようとする者をいう。 

（３） 土地取得 自己の居住の用に供するため、内子町及び内子町土地開発公社が分譲

する宅地を平成20年５月１日以後に取得（所有権に限る。）することをいう。 

（４） 住宅建築 内子町及び内子町土地開発公社が分譲する宅地を平成20年５月１日

以後に取得（所有権に限る。）し、自己の居住の用に供するための住宅（居住の用に供

する部分と事業の用に供する部分とが結合する併用住宅については居住の用に供する

部分に限る。）を建築することをいう。 

（５） 町内建築業者 内子町内に本店及び支店を有する法人、又は個人業者をいう。 

（補助事業等） 

第３条 補助金の補助事業名、対象団地、対象経費及び補助金の額は、別表のとおりとする。 

（補助金交付の申請） 

第４条 補助金の交付を受けようとする者は、補助金交付申請書（様式第１号）を別表に定

める申請添付書類を添えて町長に提出しなければならない。 
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（補助金交付の決定等） 

第５条 町長は、前条の申請を受理したときは、補助金交付申請書の内容を審査し、補助金

交付の可否を決定する。 

２ 町長は、前項の規定により可否を決定したときは、その結果を補助金交付決定通知書（様

式第２号）又は補助金不交付決定通知書（様式第３号）により申請者に通知するものとす

る。 

（補助金交付の条件） 

第６条 補助金を交付する条件は、次のとおりとする。 

（１） 補助金を取得した後内子町に定住する意思を有する者であること。 

（２） 補助を受けようとする日以前１年間において納付すべき市町村民税又は使用料の

滞納がないこと。 

（３） 他の公的な助成制度等によって土地を取得し、住宅を建築する者でないこと。 

（補助事業の変更等） 

第７条 補助事業の内容の変更又は補助事業に要する経費の変更を行う場合は、補助金交付

変更承認申請書（様式第４号）により、町長の承認を受けなければならない。 

２ 補助事業を中止し、又は廃止する場合においては、補助金交付中止（廃止）承認申請書

（様式第５号）により、町長の承認を受けなければならない。 

３ 補助事業が、予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合は

速やかに町長に報告してその指示を受けなければならない。 

（補助金交付の請求） 

第８条 補助金の請求は、補助金交付請求書（様式第６号）によるものとし、別表に定める

請求添付書類を添えて、補助事業完了後速やかに町長に提出するものとする。 

（補助金の返還） 

第９条 次の各号のいずれかに該当することとなったときは、補助金の全部を返還しなけれ

ばならない。 

（１） 虚偽又は不正の申請をして補助金の交付を受けたとき。 

（２） この告示に定める補助金の交付要件を欠くに至ったとき。 

（３） 補助金の交付をした日から起算して10年未満に補助の対象である土地を他人に

譲渡し、又は貸与したとき。 

（４） 補助金の交付をした日から起算して10年未満に補助の対象である建物に自らが

居住しなくなったとき、又は他人に譲渡し、若しくは貸与したとき。 
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２ 補助金返還命令書は、様式第７号のとおりとする。 

（その他） 

第10条 この告示の施行について必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成20年５月１日から施行する。 

（内子町定住促進事業補助金交付要綱の廃止） 

２ 内子町定住促進事業補助金交付要綱（平成17年内子町告示第５号）は、廃止する。 

（経過措置） 

３ 廃止前の内子町定住促進事業補助金交付要綱の規定によりなされた手続その他の行為

は、この告示の相当規定によりなされたものとみなす。 

附 則（平成23年３月31日告示第27号） 

この告示は、平成23年４月１日から施行する。 

附 則（平成24年６月28日告示第65号） 

この告示は、平成24年７月９日から施行する。 

附 則（平成28年３月25日告示第14号） 

（施行期日） 

１ この告示は、行政不服審査法（平成26年法律第68号）の施行の日（平成28年４月１日）

から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の際、第１条の規定による改正前の内子町うちこんかい定住促進事業補

助金交付要綱、第２条の規定による改正前の内子町私立保育所補助金交付要綱、第３条の

規定による改正前の内子町児童手当事務取扱規程、第４条の規定による改正前の内子町未

熟児養育事業実施要領、第５条の規定による改正前の内子町障がい児通所給付費による多

子軽減措置に伴う償還払支給要綱、第６条の規定による改正前の内子町における65歳以

上の者への障害者控除対象者認定書の交付に関する要綱、第７条の規定による改正前の内

子町補装具費の代理受領に係る補装具業者の登録等に関する要綱、第８条の規定による改

正前の内子町地域生活支援事業実施要綱、第９条の規定による改正前の内子町障害者自動

車運転免許取得費助成事業実施要綱、第10条の規定による改正前の内子町障害者用自動

車改造費助成事業実施要綱、第11条の規定による改正前の内子町障害者地域活動支援セ

ンター事業及び同センター機能強化事業運営要綱、第12条の規定による改正前の内子町
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国民健康保険一部負担金の減免等に関する取扱要綱、第13条の規定による改正前の内子

町障害者訪問入浴サービス事業実施要綱及び第14条の規定による改正前の内子町木造住

宅耐震診断事業補助金交付要綱に規定する様式による用紙で、現に残存するものは、当分

の間、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

別表（第３条、第４条、第８条関係） 

補助事業名 対象団地 対象経費 補助金の額 申請添付書類 請求添付書類 

土地取得補

助事業 

麓団地 

青葉台団

地 

御祓団地 

第二柿原

団地 

土地開発公社と

契約した購入金

額 

土地購入金額の

20％に相当する

額又は300万円

のいずれか低い

額 

次に掲げる書類

を添えて土地売

買契約締結後速

やかに申請す

る。 

（1） 住民票謄

本（同居予定

者全員） 

（2） 土地売買

契約書の写し 

（3） 誓約書

（別紙） 

次の書類を添え

て所有権移転登

記完了後速やか

に請求する。 

土地登記事項

証明書 

住宅建築補

助事業 

麓団地 

青葉台団

地 

御祓団地 

第二柿原

団地 

住宅建築に要し

た経費 

住宅建築に要し

た費用の5％に相

当する額又は

100万円のいず

れか低い額 

次に掲げる書類

を添えて工事着

手前又は売買契

約後速やかに申

請する。 

（1） 住民票謄

本（同居予定

者全員） 

（2） 住宅取得

に要する費用

を明らかにで

きる書類（売

買契約書、工

次に掲げる書類

を添えて住所移

転後速やかに請

求する。 

（1） 住民票謄

本（同居者全

員） 

（2） 取得した

建物の登記事

項証明書 

（3） 住宅建築

に要した費用

を明らかにで
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事請負契約書

等の写し（図

面含む。）） 

（3） 土地登記

事項証明書の

写し 

（4） 誓約書 

きる書類（領

収書、これに

準ずるものの

写し） 

町内建築業

者利用補助

事業 

麓団地 

青葉台団

地 

御祓団地 

第二柿原

団地 

土地開発公社と

契約した購入金

額 

（ただし、町内建

築業者と契約し、

建築した住宅に

限る。） 

土地購入金額の

10％に相当する

額又は100万円

のいずれか低い

額 

町内建築業者を

証明する書類 

住宅建築補助事

業申請添付書類

に準じる。 

住宅建築補助事

業請求添付書類

に準じる。 

備考 この表において、算出された補助金の額で１万円未満の端数が生じた場合は、その

額を切り捨てるものとする。 
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別紙 

様式第１号（第４条関係） 

様式第２号（第５条関係） 

様式第３号（第５条関係） 

様式第４号（第７条関係） 

様式第５号（第７条関係） 

様式第６号（第８条関係） 

様式第７号（第９条関係） 

 


